
「令和5年度　地域デジタル基盤活用推進事業（実証事業）」成果報告書　別添資料
調達予定機器等リスト

実証番号 No.6
代表機関
名 NTTコミュニケーションズ

実証件名 スマート道路灯を活用した交通安全課題に対する
効果検証

1 サムスン：CDU50 基地局 サムスン：CDU50 1 ○ DU 固定 サムスン
東京都港区港南2-16-4
品川グランドセントラルタワー
10F

2 DELL:Server PER640 基地局 DELL:Server
PER640 1 ファイヤーウォール CU,UPF 固定 DELL

東京都千代田区大手町一
丁目2番1号 Otemachi
One タワー 17階

3 サムスン：ubiQuoss E7124 基地局 サムスン：ubiQuoss
E7124 1 ○ L3SW 固定 サムスン

東京都港区港南2-16-4
品川グランドセントラルタワー
10F

4 cisco：Ｃ１１１１－８Ｐ 基地局 cisco：Ｃ１１１１－ 1 ファイヤーウォール CPE 固定 CISCO 東京都港区赤坂9-7-1
ミッドタウン・タワー

5 サムスン：OutdoorRU 基地局 サムスン：
OutdoorRU 1 ○ OutdoorRU 固定 サムスン

東京都港区港南2-16-4
品川グランドセントラルタワー
10F

6 日東工業：FVS100-608E 基地局 日東工業：FVS100-
608E 1 対象外 サーバーラック 固定 日東工業 愛知県長久手市蟹原

2201番地

7 DKK:X25-3545FTD 基地局 DKK:X25-3545FTD 2 対象外 アンテナ 固定 DKK
東京都千代田区丸の内三
丁目3番1号 新東京ビル7
階

8 菊水電子工業：PWX750ML 基地局 菊水電子工業：
PWX750ML 1 対象外 整流器 固定 菊水電子工業 横浜市都筑区東山田1丁

目1番3号

9 Compoal Electronic:RAKU Plus 端末
Compoal
Electronic:RAKU
Plus

5 SIM認証 端末 固定 Compal Electronics
No. 581 & 581-1,
Ruiguang Road, Neihu
District, Taipei, 114

10 京セラ：K5G-C-100A 端末 京セラ：K5G-C-
100A 5 SIM認証 端末 固定 京セラ 京都府京都市伏見区竹田

鳥羽殿町6番地

11 mouse:P6I9G60BKABCW101DEC データ処理設備 mouse:P6I9G60BK
ABCW101DEC 1 ファイヤーウォール PC(ローカル端末) 固定 マウスコンピューター

東京都千代田区大手町二
丁目3番2号 大手町プレイ
ス イーストタワー6階

12 Basler：acA4024-29uc 端末 Basler：acA4024-
29uc 2 対象外 4kカメラ 固定 Basler 東京都港区愛宕1-3-4

愛宕東洋ビル3F

13 Basler：M0814-MP2 端末 Basler：M0814-
MP2 2 対象外 カメラレンズ 固定 Basler 東京都港区愛宕1-3-4

愛宕東洋ビル3F

14 群馬電機 ：MD-LAN160LB41RV 端末 群馬電機 ：MD-
LAN160LB41RV 2 対象外 表示器 固定 群馬電機 群馬県みどり市大間々町大

間々760

15 YAMAHA：RTX1200 基地局 YAMAHA：
RTX1200 1 対象外 ルーター 固定 YAMAHA 静岡県浜松市中央区中沢

町10番1号

16 GIGABYTE:XE4-73JP614SP データ処理設備 GIGABYTE:XE4-
73JP614SP 1 ファイヤーウォール PC(モニター用) 固定 GIGABYTE（ギガバイト、

技嘉科技股份有限公司
台湾
新北市新店区宝強路5号

17 ADVANTECH:ARK-1220L 端末 ADVANTECH:ARK-
1220L 4 ファイヤーウォール PC(組込PC) 固定 ADVANTECH（アドバンテッ

ク）

台湾
台北市内湖区瑞光路26
巷20弄1号

スタンレー所有分を投入しているので、費用は
発生していません。

18 D710 端末 D710 4 ファイヤーウォール D710 固定 VIA Technologies, Inc.
（ヴィア・テクノロジーズ）

東京都渋谷区東3-15-7,
ヒューリック恵比寿ビル6F KFEI社開発品

19

20

*1 : 本実証で使用する基地局、コア設備、伝送路設備（光ファイバを用いたもの）、端末、データ処理設備等を記載すること
*2: e 開発供給計画認定実績の有無については、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律（令和2年法律第37号）に基づく開発供給計画認定を受けた実績を有する事業者が開発供給した機器であるか否かにより判断すること。

No. a 名称 b 区分 c 型番 h 設置形態(固定・可搬) 　j 備考等
f 　eが〇でない場合
サプライチェーンリスク対応を含む十分なサイ
バーセキュリティ対策の内容

d 数量 g 機能
i 製造企業

②本店　(又は主たる
事務所の所在地)

e 開発供給計画認定実績の有無
（特定高度情報通信技術活用シ
ステムに該当する場合） ①製造企業名称


	機器等一覧

